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2021年における環境変化

足元の状況に鑑みて、2021年はどのよ
うな社会変化があるだろうか。日本にお
いては新政権が誕生したこともあり、現
政権が狙う社会変化をナショナルアジェ
ンダとして整理してみた（図表1）。

① 社会の強制DX

足元見られている変化として、日本では
デジタル庁設立などに見られるように、
政府主導でのDXが加速されようとして
いる。筆者はこれを“社会の強制DX”と
呼んでいる。これまで十分に投資が行き
わたらずデジタル化が十分でなかった領
域（公的部門やヘルスケアなど）にまで
デジタル化がなされる。こういった環境
下ではすべての産業がデジタルであるこ
とを前提にビジネスを行う必要がある。
デジタルは競争力を規定するものではな
く、競争のスタートに立つための必要条
件であるともいえる。たとえば、金融機

関の多くがデジタルバンクとなったと
き、デジタルバンクにて保険を募集する
準備ができているだろうか。デジタルが
一気に進むなかで、変わりうるリスクか
ら素早く十分な規模をもって社会を守る
準備ができているだろうか。

② 産業の再編・競争力強化×デジタル

経済状況により、中小企業再編や地銀再
編圧力などが高まっている。特にパンデ
ミックの影響が大きかった産業に関し
て、産業の再編は避けられないだろう。
加えて、これらを加速する動きとして、
5Gの普及が挙げられる。現在の5Gは本
格化前であるが、2023年頃を目指して
本格普及が始まる。5Gの本命は産業用
IoTである。これまで5Gが喧伝されてき
たが、大企業・中小企業向けに様々な
5Gソリューションが通信業者をはじめ
としたプレイヤーにより展開されてい
く こ とが予想される。それによって、
“Connected Industries”が実現されてい
くだろう。

③ グリーン／社会課題×デジタル

パンデミック後の大きな投資先の一つと
して”グリーン”の領域が挙げられる。パ
ンデミックもあり、SDGsをはじめとす
る社会課題に注目が集まっている。欧州
等では先行しているが、カーボンニュー
トラルに向けて大きな投資が想定されて
おり、保険会社としても社会課題解決を
ビジネスのコアに据えることが求められ
るだろう。

④ 地域創生×デジタル

パンデミック以前から地域創生は推進さ
れてきた。2020年にはスーパーシティ
法案が成立し、2021年には日本のなか
でいくつかのスーパーシティの誕生が想
定される。更にはパンデミックにより、
ワーケーションといったような、一部で
東京から地方への人口移動も見られる。
引き続き地域創生×デジタルは着目すべ
きトレンドである。都市のデジタル化の
なかで、保険会社においても機会が見出
すことが必要である。

2021年の保険業界を占う
～アフターCOVID-19の成長を目指して

予想もつかなかったパンデミックが世界を覆った。パンデ
ミックによりイベントは中止に追い込まれ、様々な産業が
影響を受け、我々の生活も“新しい生活”へと一変。2020年
はパンデミックとその対処に迫られた1年であった。
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⑤ 国土強靭化×デジタル

2019年に比べれば2020年は大きな自然
災害は日本においては少なかった年で
あった。一方で、今後も国土強靭化は日
本社会のトップアジェンダであることは
変わりないだろう。データを活用した災
害対策も議論がなされており、特に損保
事業者には引き続き大きな機会であると
考える。

このような環境変化を追い風として捉
え、変革を加速させる必要がある。

現在及び将来を見据えた保険業
に求められる対応

では、このような環境変化のなかで保険
業はどのような舵取り・変革を推進すべ
きだろうか。

2020年を振り返ると、生保も損保も対
面営業の制約や米国金利低下などを受け
業績に大きなインパクトがあった。業績

以上に、保険会社の存在意義そのものが
問われた1年であったとも考えている。
リモート化など矢継ぎ早に対応が求めら
れる一方で、平安保険のように環境に合
わせて業態を進化させていった保険会社
もあった。危機のときに採った手により
今後のパフォーマンスは大きく分かれる
と考えている（図表2）。2021年におい
ても引き続き危機は続くだろう。危機
のときこそ自社の存在意義を問い直し、
ビジネスモデルを進化させるチャンスで
ある。

では、どのようなビジネスモデル進化が
考えられるだろうか。

① 伝統的モデルの深化
B2B2X/B2E2XパワードバイAI

2013年頃から徐々にデジタル化が進み、
近年ではAIを搭載した業務プロセスは多
くの保険会社にて導入されている。問題
はコアとなる事業・コアとなる商品・コ

アとなるプロセスに活用されているか、
組織の大部分で活用されているか否か
だ。そうでなければ、生産性の大幅な向
上は期待できない。

たとえば、募集プロセスにAIを導入する
企業が見られる。先行している企業はす
でに大規模に展開している。結果はこれ
からだろうが、徐々にその差は現れるだ
ろう。先行している企業に追随する動き
が2021年には見られるだろうが、追随
の対応には複数年かかると思われる。
リードする企業はこの間に狙い通りデー
タを獲得しAIを育てることができるか、
他社を引き離すことができるのかが問わ
れる一年になるだろう。

② B2Cモデルの進化　
デジタルB2C／C2B／B2P2C

ここ数年の動きであったが、パンデミッ
クを契機にB2C型ビジネスモデル・ダイ
レクト型ビジネスモデルの進化の動きも

加速している。海外で主要保険会社によ
るB2C型ビジネスモデル刷新の動きが見
られる。日本においても今後デジタル完
結型B2Cモデルすなわちデジタルアタッ
カーの動きが見られていくだろう。

デジタル完結での事業基盤が構築されれ
ば、顧客団体にあった商品がより簡便に
提供されていくC2Bビジネスモデルが構
築されていくだろう。

更には、パンデミック化で全ての産業が
デジタル化されコマース化されることを
考えると、埋め込み型保険はデジタルバ
ンクなどより多くのプレイヤーに提供さ
れる。このようなB2P2X（P=プラット
フォーマー）モデルをグローバルレベル
で提供しようとしているのがChubbであ
り、事業基盤・組織としてChubb Studio

を構築している。

③ 周辺市場を含めた社会課題の解決へ
B&B2X

社会が強制的にデジタル化される中で、
保険プレイヤーもそれを後押ししていく
ところに機会がある。とはいえ、単独プ
レイだけではなかなか難しい。産業・
テーマ毎に組む相手を決め、社会課題を
ともに解決するためにソリューションを
構築していくことが必要になる。

保険を超えて、リスクを解決するプレイ
ヤーとなっていく取り組みが始まってい
る。たとえば、中国平安は塩野義製薬と
合弁事業を開始し、これまでの保険デー
タ及びグッドドクターをコアとしたEC

ケイパビリティを活用し、データドリブ
ンでの創薬事業へと踏み出している。企
業以外にもデジタル化していく公的部門
との協業も考えられる。スーパーシティ
はこれら取り組みのコアに位置付けられ
ていくことになる。このように共に社会
課題を解決し産業毎に個別ソリューショ
ン を 共 同 で 構 築 す る ビ ジ ネ ス モ デ ル

B&B&Xモデルが2021年に挑戦するテー
マの一つだろう。

2021年に行うべき保険業変革ア
ジェンダ

このような環境変化へのチャレンジ・変
革へのチャレンジにおいて、個別アク
ションとしてどのような打ち手が必要に
なるだろうか。そのアジェンダを簡単に
紹介したい。

A. Where to Playに関わるアジェンダ

A-1. 10年シナリオに基づくピボット戦略：

2021年は2030年に向けての最初の1年で
もあり、長期戦略を立てる保険会社も多
いだろう。10年後の社会から逆算すると
ともに、これまでの自社及びエコシステ
ムのケイパビリティのフルポテンシャル
が活かす戦略を構築すべきである。

A-2. 周辺事業者を巻き込んだB&B2Xモデル：

周辺事業者を巻き込んだ形でのB&B2Xモ
デルの検討が必要と考える。代表的には
データビジネスであろう。Generaliの
IoT子会社であるJeniot社のようにデジ
タルソリューションまで構築することも
見据えた形まで検討することが望まし
い。一方で、自社コアビジネスとの距離
を慎重に測る必要がある。

A-3. デジタルアタッカー：

引き続きディスラプターの脅威に対し、
保険グループとしてデジタルB2Cモデ
ル・C2Bモデル・B2P2Xモデルに関する
検討は必要だろう。

A-4. 提供価値の再定義：

上記3つのアジェンダをうけて提供価値
を再定義する必要がある。平安やJeniot

のように自社商品と他業界サービスを組
み合わせた、顧客体験からみて必要な
“業界横断型サービス”の提供の本格展開
を検討すべきだろう。

B. How to Winに関するアジェンダ

B-1. デジタルジャーニー：

フロント部分（セールス・マーケティン
グ・サービス）は顧客エンゲージメント
を高めるために不断の変革が必要であ
る。パンデミック下で急速に整備された
デジタルジャーニープロセスを下地にし
つつ、顧客エンゲージメントを高めるた
めの見直しを行うことが求められる。

B-2. AIを梃にしたコアプロセスの変革

これまでもコアプロセスの変革にAIを取
り入れることは行われてきた。一方で、
その規模感及び活用のされ方はリーディ
ングカンパニーとそうでない企業で大き
く異なる。リードしている企業はAIを更
に学習させリードさせ続ける必要がある
とともに、その適用範囲を広げる必要が
ある。

B-3. コストカーブの変革

パンデミック及びリモート対応により働
き方が大きく変わったと思われる。これ
を永続化するために、物件費や拠点政策
を含めて事業費の在り方を見直す必要が
ある。また、海外事業の事業費も大きな
ポイントになるだろう。

B-4. 人材・組織の再考

オペレーティングモデルとして上記を実
現していくためには、言わずもがな人材
が最重要である。リスキリングはもちろ
んのこと、リスキリングするための人材
の時間を空けなければならない。古い事
業・古いサービスから人を出すためにも
アウトソーシングを含めた大胆な人の労
働シフトを検討する必要がある。

これら8つのアジェンダに対して2021年
は自社としての答えを出し、各保険会社
がパンデミック後に大きく成長すること
を期待したい。
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図表1  2021年のナショナルアジェンダ

2021年における環境変化

足元の状況に鑑みて、2021年はどのよ
うな社会変化があるだろうか。日本にお
いては新政権が誕生したこともあり、現
政権が狙う社会変化をナショナルアジェ
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ションとしてどのような打ち手が必要に
なるだろうか。そのアジェンダを簡単に
紹介したい。

A. Where to Playに関わるアジェンダ

A-1. 10年シナリオに基づくピボット戦略：

2021年は2030年に向けての最初の1年で
もあり、長期戦略を立てる保険会社も多
いだろう。10年後の社会から逆算すると
ともに、これまでの自社及びエコシステ
ムのケイパビリティのフルポテンシャル
が活かす戦略を構築すべきである。

A-2. 周辺事業者を巻き込んだB&B2Xモデル：

周辺事業者を巻き込んだ形でのB&B2Xモ
デルの検討が必要と考える。代表的には
データビジネスであろう。Generaliの
IoT子会社であるJeniot社のようにデジ
タルソリューションまで構築することも
見据えた形まで検討することが望まし
い。一方で、自社コアビジネスとの距離
を慎重に測る必要がある。

A-3. デジタルアタッカー：

引き続きディスラプターの脅威に対し、
保険グループとしてデジタルB2Cモデ
ル・C2Bモデル・B2P2Xモデルに関する
検討は必要だろう。

A-4. 提供価値の再定義：

上記3つのアジェンダをうけて提供価値
を再定義する必要がある。平安やJeniot

のように自社商品と他業界サービスを組
み合わせた、顧客体験からみて必要な
“業界横断型サービス”の提供の本格展開
を検討すべきだろう。

B. How to Winに関するアジェンダ

B-1. デジタルジャーニー：

フロント部分（セールス・マーケティン
グ・サービス）は顧客エンゲージメント
を高めるために不断の変革が必要であ
る。パンデミック下で急速に整備された
デジタルジャーニープロセスを下地にし
つつ、顧客エンゲージメントを高めるた
めの見直しを行うことが求められる。

B-2. AIを梃にしたコアプロセスの変革

これまでもコアプロセスの変革にAIを取
り入れることは行われてきた。一方で、
その規模感及び活用のされ方はリーディ
ングカンパニーとそうでない企業で大き
く異なる。リードしている企業はAIを更
に学習させリードさせ続ける必要がある
とともに、その適用範囲を広げる必要が
ある。

B-3. コストカーブの変革

パンデミック及びリモート対応により働
き方が大きく変わったと思われる。これ
を永続化するために、物件費や拠点政策
を含めて事業費の在り方を見直す必要が
ある。また、海外事業の事業費も大きな
ポイントになるだろう。

B-4. 人材・組織の再考

オペレーティングモデルとして上記を実
現していくためには、言わずもがな人材
が最重要である。リスキリングはもちろ
んのこと、リスキリングするための人材
の時間を空けなければならない。古い事
業・古いサービスから人を出すためにも
アウトソーシングを含めた大胆な人の労
働シフトを検討する必要がある。

これら8つのアジェンダに対して2021年
は自社としての答えを出し、各保険会社
がパンデミック後に大きく成長すること
を期待したい。

・規 制 緩 和 に よ る 公 的 ・ 準 公 的
サービス変革まで含めたデジタ
ル化 （ヘルスケア・教育・行政・
災害対策など）

・中 小 企 業 強 化 ・ 地 銀 再 編 ・ 通
信・介護・移動

・スーパーシティ・ワーケーショ
ン・農水改革

・サプライチェーン・災害対策

・カーボンニュートラル化・エネ
ルギー改革

・社会課題解決を企業のコアに据
えるトレンド

地域創生×デジタル

国土強靭化×デジタル
⑤

③

②

①

④

 グリーン／
社会課題×デジタル

産業再編・
競争力強化×デジタル

 社会の強制DX

図表2  危機時及び危機以降のパフォーマンス

2007年12月を1としたときの指標値（株主総利回り）

リーマンショックにおける景気後退以降における保険企業の株式市場
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ワースト企業

トップ企業の7割は景気後退局面時に
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     を同時に実施
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2021年における環境変化

足元の状況に鑑みて、2021年はどのよ
うな社会変化があるだろうか。日本にお
いては新政権が誕生したこともあり、現
政権が狙う社会変化をナショナルアジェ
ンダとして整理してみた（図表1）。

① 社会の強制DX

足元見られている変化として、日本では
デジタル庁設立などに見られるように、
政府主導でのDXが加速されようとして
いる。筆者はこれを“社会の強制DX”と
呼んでいる。これまで十分に投資が行き
わたらずデジタル化が十分でなかった領
域（公的部門やヘルスケアなど）にまで
デジタル化がなされる。こういった環境
下ではすべての産業がデジタルであるこ
とを前提にビジネスを行う必要がある。
デジタルは競争力を規定するものではな
く、競争のスタートに立つための必要条
件であるともいえる。たとえば、金融機

関の多くがデジタルバンクとなったと
き、デジタルバンクにて保険を募集する
準備ができているだろうか。デジタルが
一気に進むなかで、変わりうるリスクか
ら素早く十分な規模をもって社会を守る
準備ができているだろうか。

② 産業の再編・競争力強化×デジタル

経済状況により、中小企業再編や地銀再
編圧力などが高まっている。特にパンデ
ミックの影響が大きかった産業に関し
て、産業の再編は避けられないだろう。
加えて、これらを加速する動きとして、
5Gの普及が挙げられる。現在の5Gは本
格化前であるが、2023年頃を目指して
本格普及が始まる。5Gの本命は産業用
IoTである。これまで5Gが喧伝されてき
たが、大企業・中小企業向けに様々な
5Gソリューションが通信業者をはじめ
としたプレイヤーにより展開されてい
く こ とが予想される。それによって、
“Connected Industries”が実現されてい
くだろう。

③ グリーン／社会課題×デジタル

パンデミック後の大きな投資先の一つと
して”グリーン”の領域が挙げられる。パ
ンデミックもあり、SDGsをはじめとす
る社会課題に注目が集まっている。欧州
等では先行しているが、カーボンニュー
トラルに向けて大きな投資が想定されて
おり、保険会社としても社会課題解決を
ビジネスのコアに据えることが求められ
るだろう。

④ 地域創生×デジタル

パンデミック以前から地域創生は推進さ
れてきた。2020年にはスーパーシティ
法案が成立し、2021年には日本のなか
でいくつかのスーパーシティの誕生が想
定される。更にはパンデミックにより、
ワーケーションといったような、一部で
東京から地方への人口移動も見られる。
引き続き地域創生×デジタルは着目すべ
きトレンドである。都市のデジタル化の
なかで、保険会社においても機会が見出
すことが必要である。

⑤ 国土強靭化×デジタル

2019年に比べれば2020年は大きな自然
災害は日本においては少なかった年で
あった。一方で、今後も国土強靭化は日
本社会のトップアジェンダであることは
変わりないだろう。データを活用した災
害対策も議論がなされており、特に損保
事業者には引き続き大きな機会であると
考える。

このような環境変化を追い風として捉
え、変革を加速させる必要がある。

現在及び将来を見据えた保険業
に求められる対応

では、このような環境変化のなかで保険
業はどのような舵取り・変革を推進すべ
きだろうか。

2020年を振り返ると、生保も損保も対
面営業の制約や米国金利低下などを受け
業績に大きなインパクトがあった。業績

以上に、保険会社の存在意義そのものが
問われた1年であったとも考えている。
リモート化など矢継ぎ早に対応が求めら
れる一方で、平安保険のように環境に合
わせて業態を進化させていった保険会社
もあった。危機のときに採った手により
今後のパフォーマンスは大きく分かれる
と考えている（図表2）。2021年におい
ても引き続き危機は続くだろう。危機
のときこそ自社の存在意義を問い直し、
ビジネスモデルを進化させるチャンスで
ある。

では、どのようなビジネスモデル進化が
考えられるだろうか。

① 伝統的モデルの深化
B2B2X/B2E2XパワードバイAI

2013年頃から徐々にデジタル化が進み、
近年ではAIを搭載した業務プロセスは多
くの保険会社にて導入されている。問題
はコアとなる事業・コアとなる商品・コ

アとなるプロセスに活用されているか、
組織の大部分で活用されているか否か
だ。そうでなければ、生産性の大幅な向
上は期待できない。

たとえば、募集プロセスにAIを導入する
企業が見られる。先行している企業はす
でに大規模に展開している。結果はこれ
からだろうが、徐々にその差は現れるだ
ろう。先行している企業に追随する動き
が2021年には見られるだろうが、追随
の対応には複数年かかると思われる。
リードする企業はこの間に狙い通りデー
タを獲得しAIを育てることができるか、
他社を引き離すことができるのかが問わ
れる一年になるだろう。

② B2Cモデルの進化　
デジタルB2C／C2B／B2P2C

ここ数年の動きであったが、パンデミッ
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結型B2Cモデルすなわちデジタルアタッ
カーの動きが見られていくだろう。

デジタル完結での事業基盤が構築されれ
ば、顧客団体にあった商品がより簡便に
提供されていくC2Bビジネスモデルが構
築されていくだろう。

更には、パンデミック化で全ての産業が
デジタル化されコマース化されることを
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を構築している。

③ 周辺市場を含めた社会課題の解決へ
B&B2X

社会が強制的にデジタル化される中で、
保険プレイヤーもそれを後押ししていく
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はこれら取り組みのコアに位置付けられ
ていくことになる。このように共に社会
課題を解決し産業毎に個別ソリューショ
ン を 共 同 で 構 築 す る ビ ジ ネ ス モ デ ル

B&B&Xモデルが2021年に挑戦するテー
マの一つだろう。

2021年に行うべき保険業変革ア
ジェンダ

このような環境変化へのチャレンジ・変
革へのチャレンジにおいて、個別アク
ションとしてどのような打ち手が必要に
なるだろうか。そのアジェンダを簡単に
紹介したい。

A. Where to Playに関わるアジェンダ

A-1. 10年シナリオに基づくピボット戦略：

2021年は2030年に向けての最初の1年で
もあり、長期戦略を立てる保険会社も多
いだろう。10年後の社会から逆算すると
ともに、これまでの自社及びエコシステ
ムのケイパビリティのフルポテンシャル
が活かす戦略を構築すべきである。

A-2. 周辺事業者を巻き込んだB&B2Xモデル：

周辺事業者を巻き込んだ形でのB&B2Xモ
デルの検討が必要と考える。代表的には
データビジネスであろう。Generaliの
IoT子会社であるJeniot社のようにデジ
タルソリューションまで構築することも
見据えた形まで検討することが望まし
い。一方で、自社コアビジネスとの距離
を慎重に測る必要がある。

A-3. デジタルアタッカー：

引き続きディスラプターの脅威に対し、
保険グループとしてデジタルB2Cモデ
ル・C2Bモデル・B2P2Xモデルに関する
検討は必要だろう。

A-4. 提供価値の再定義：

上記3つのアジェンダをうけて提供価値
を再定義する必要がある。平安やJeniot

のように自社商品と他業界サービスを組
み合わせた、顧客体験からみて必要な
“業界横断型サービス”の提供の本格展開
を検討すべきだろう。

B. How to Winに関するアジェンダ

B-1. デジタルジャーニー：

フロント部分（セールス・マーケティン
グ・サービス）は顧客エンゲージメント
を高めるために不断の変革が必要であ
る。パンデミック下で急速に整備された
デジタルジャーニープロセスを下地にし
つつ、顧客エンゲージメントを高めるた
めの見直しを行うことが求められる。

B-2. AIを梃にしたコアプロセスの変革

これまでもコアプロセスの変革にAIを取
り入れることは行われてきた。一方で、
その規模感及び活用のされ方はリーディ
ングカンパニーとそうでない企業で大き
く異なる。リードしている企業はAIを更
に学習させリードさせ続ける必要がある
とともに、その適用範囲を広げる必要が
ある。

B-3. コストカーブの変革

パンデミック及びリモート対応により働
き方が大きく変わったと思われる。これ
を永続化するために、物件費や拠点政策
を含めて事業費の在り方を見直す必要が
ある。また、海外事業の事業費も大きな
ポイントになるだろう。

B-4. 人材・組織の再考

オペレーティングモデルとして上記を実
現していくためには、言わずもがな人材
が最重要である。リスキリングはもちろ
んのこと、リスキリングするための人材
の時間を空けなければならない。古い事
業・古いサービスから人を出すためにも
アウトソーシングを含めた大胆な人の労
働シフトを検討する必要がある。
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